
（注）�騰落率は分配金（税込）を分配時に再投資したものとみ
なして計算したものです。

楽天･オールカントリー株式（除く日本）
インデックス･ファンド

＜愛称：楽天・オールカントリー（除く日本）＞
追加型投信/海外/株式/インデックス型

交付運用報告書
第1期（決算日 2026年7月15日）

（作成対象期間 2025年7月18日~2026年7月15日）

楽天投信投資顧問株式会社
https://www.rakuten-toushin.co.jp/

東京都港区南青山二丁目6番21号
本資料(交付運用報告書)の記載内容のお問い合わせ先
TEL：03－6432－7746
受付時間：営業日の午前9時から午後5時まで
※�お客様のお取引内容等につきましては販売会社に
お問い合わせください。

当期末
基 準 価 額 13,311円
純 資 産 総 額 6,705百万円
騰 落 率 33.1％
分 配 金 合 計 0円

受益者の皆様へ

　平素は当ファンドにご投資いただき、厚く御
礼申し上げます。
　さて、当ファンドは、このたび上記決算を行
いました。当ファンドは、「楽天・先進国株式（除
く日本）インデックス・マザーファンド」「楽
天・エマージング株式インデックス・マザーフ
ァンド」受益証券への投資を通じて、主として
日本を除く全世界の株式（DR（預託証券）を含み
ます。）に投資し、ＭＳＣＩオール・カントリー・
ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、
円換算ベース）に連動する投資成果を目指して
運用を行いました。ここに当期間の運用状況に
つきまして、ご報告申し上げます。
　今後とも一層のご愛顧を賜りますよう、お願
い申し上げます。○�交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のうち重

要なものを記載した書面です。その他の内容については、
運用報告書（全体版）に記載しております。
○�当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全体版）
に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供する旨を定
めております。
＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
右記ホームページアドレスにアクセス
⇒「基準価額一覧」から当該ファンドを選択
⇒�「運用報告書（全体版）」を選択し、閲覧およびダウン
ロード

○�運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求により交
付されます。交付をご請求される方は、販売会社までお問
い合わせください。
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運用経過の説明
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純資産総額（右軸）
基準価額（左軸）

分配金再投資基準価額（左軸）
ベンチマーク（左軸）

0

設定日：10,000円
期　末：13,311円（既払分配金0円）
騰落率：33.1%（分配金再投資ベース）

（注1）�分配金再投資基準価額は、分配金（税込）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質
的なパフォーマンスを示すものです。

（注2）�分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額によ
り課税条件も異なります。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。

（注3）�ベンチマークは、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベース）です。
詳細につきましては4ページをご参照ください。

（注4）�分配金再投資基準価額およびベンチマークは、設定日の基準価額を起点として指数化しています。
（注5）設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。

1 基準価額等の推移

当ファンドは「楽天・先進国株式（除く日本）インデックス・マザーファンド」受益証券および「楽天・
エマージング株式インデックス・マザーファンド」受益証券（以下、「マザーファンド」）を通じて主として
日本を除く全世界の株式（DR（預託証券）を含みます。）に投資し、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワール
ド（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベース）（以下、「ベンチマーク」）に連動する投資成果を目
標として運用を行っています。
当期は、米国を中心としたグローバル株式市場が上昇したことに加え、米ドルなど多くの主要通貨が
対円で上昇し、基準価額は設定日比で大きく上昇しました。

2 基準価額の主な変動要因

1
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項　　　目

当期

項　目　の　概　要2025年7月18日～2026年7月15日

金額 比率
（a）信託報酬

（投信会社）

（販売会社）

（受託会社）

6円

（2）  

（2）  

（2）   

0.056％

（0.019）  

（0.019）  

（0.019）   

（a）�信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
※期中の平均基準価額は11,568円です。

・委託した資金の運用の対価

・�購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

・運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価
（b）売買委託手数料

（株式）

（先物・オプション）

1  

（1）  

（0）  

0.009  

（0.006）  

（0.003）  

（b）売買委託手数料＝ 期中の売買委託手数料
期中の平均受益権口数

売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に
支払う手数料

（c）有価証券取引税

（株式）

3  

（3）  

0.022  

（0.022）  
（c）有価証券取引税＝ 期中の有価証券取引税

期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に
関する税金

（d）その他費用

（保管費用）

（監査費用）

（印刷費用）

（その他）

2  

（1）  

（－）  

（0）  

（0）  

0.016 

（0.013）  

（－）  

（0.001）  

（0.001）  

（d）その他費用＝ 期中のその他費用
期中の平均受益権口数

・�保管費用は、海外における保管銀行等に支払う有価証券
等の保管および資金の送金・資産の移転等に要する費用

・�監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る
費用

・�印刷費用は、有価証券届出書、目論見書、運用報告書等
の作成、印刷および提出等に係る費用

・�その他は、金銭信託への預入金額に対する手数料、その
他投資信託財産の運営にかかる費用等

合　　　計 12 0.103
（注1）�期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法に

より算出した結果です。
（注2）�各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注3）�売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額

のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
（注4）�各比率は1万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

3 1万口当たりの費用明細

2
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■（参考情報）総経費率
　当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証
券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（1口当たり）を乗じた数で除した総
経費率（年率）は0.08%です。

（注1）各費用は1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注2）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注3）各比率は、年率換算した値です。
（注4）�上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なり

ます。

運用管理費用
（投信会社）
0.02%

運用管理費用
（受託会社）
0.02%

総経費率
0.08%

運用管理費用
（販売会社）
0.02%

その他費用
0.02%

3
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2021/7/15 2026/7/15

純資産総額（右軸）
基準価額（左軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

2025/7/18

ベンチマーク（左軸）

（2021年7月15日～2026年7月15日）

2025年7月18日
設定日

2026年7月15日
決算日

基準価額 （円） 10,000 13,311
期間分配金合計（税込） （円） － 0
分配金再投資基準価額騰落率�（％） － 33.1
ベンチマーク騰落率� （％） － 33.1
純資産総額 （百万円） 1 6,705

4 最近5年間の基準価額等の推移

（注1）�分配金再投資基準価額は、分配金（税込）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質
的なパフォーマンスを示すものです。

（注2）�分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額によ
り課税条件も異なります。従って、各個人のお客様の損益の状況を示すものではありません。

（注3）�ベンチマークは、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベース）です。
詳細につきましては以下をご参照ください。

（注4）�分配金再投資基準価額およびベンチマークは、2025年7月18日の基準価額を起点として指数化しています。
（注5）�設定日の基準価額には当初設定価額を、純資産総額には当初設定元本を用いています。

ベンチマークは、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、円
換算ベース）です。
「ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス」は、日本を除く世界の先進国、
新興国市場における大型および中型の上場株式で構成されており、全世界の株式市場の動きをとら
えた株価指数です。
なお、「ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベー
ス）」は、委託会社が「ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み）」
に日々の為替レートを乗じて算出したものです。

4
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当期のグローバル株式市場は、設定日比で上昇しました。
米国株式市場は、期初から2025年10月にかけて、米国の関税政策を巡る貿易摩擦や景気減速への警
戒感が次第に後退したことに加え、AI（人工知能）関連分野の成長期待やFRB（米連邦準備制度理事会）に
よる利下げ観測などを背景に、概ね堅調に推移しました。11月から2026年2月頃にかけては、発表され
た米経済指標が強弱まちまちとなったほか、AI関連需要の拡大期待と大規模なAI関連投資の採算性への
懸念が交錯し、方向感を欠く展開が続きましたが、3月に入ると、中東情勢の緊迫化に伴う原油高を受
け、インフレ再燃や世界景気の減速に対する懸念が強まり、売り圧力が強まりました。しかし、4月以
降は、停戦・和平交渉への期待から中東情勢を巡る過度な警戒感が一旦和らいだことや、米国の経済指
標の底堅さが目立ったことに加え、主要な半導体関連企業から堅調な決算や業績見通しが相次いだこと
を背景にAI関連株を中心に再び騰勢を強めました。期末にかけては、株価の高値警戒感やFRBによる利
上げ観測、中東情勢を巡る不透明感の再燃等が上値を抑える展開となったものの、当期を通じて大幅な
上昇となりました。
欧州株式市場は、期初から2025年9月にかけて、米国の対EU（欧州連合）関税政策を巡る不透明感や
フランスの政局不安などが重しとなる局面があり、一進一退で推移しました。その後は、一時高まった
米中の貿易摩擦の激化懸念が後退していくなかで投資家心理が急速に改善する展開となり、ロシア・ウ
クライナ間の和平交渉進展への期待や、米国市場からの分散投資先として欧州市場を選好する動きなど
も背景に、上昇基調を強めました。2026年3月には、中東情勢の緊迫化を受けて調整圧力が強まったも
のの、4月以降は持ち直し、米国の株高も支えに、期末まで堅調地合いを維持しました。
新興国株式市場では、期を通じて、AI関連需要の拡大を背景に、韓国や台湾の半導体関連株が上昇し
ました。また、2025年秋にかけての米中通商協議の進展や、同年秋から年末にかけて実施されたFRBの
利下げも支援材料となり、堅調な推移が目立ちました。一方、2026年3月には、中東情勢の緊迫化に伴
う原油価格の急騰を受けてインフレ再燃への懸念が高まったほか、米国の利下げ期待が後退したことな
どから、広く売り圧力が強まりました。しかし、その後は、米国とイランの停戦・和平交渉の進展への
期待や、半導体関連企業の良好な決算や業績見通しなどを背景に、再び上昇基調を強めました。期末に
かけては、AI・半導体関連株の高値警戒感や、急ピッチな上昇に伴う韓国株式市場の過熱感が意識され、
同国株式市場が急落したことなどから、上値の重い展開となりました。ただし、期末の下落後も韓国株
式市場は設定日を大幅に上回る水準を維持し、当期の新興国株式市場の上昇に大きく寄与しました。
当期の為替市場では、米ドルなど多くの主要通貨が対円で上昇しました。
米ドル／円相場は、期前半は、米国の関税政策を巡る不透明感などを背景に、日本銀行による金融政
策の正常化が遅れるとの見方が燻ぶったほか、自民党総裁選において積極財政や金融緩和を志向する高
市氏が選出され、その後、総理大臣に就任したことなどを材料に、2026年1月中旬頃まで円が売られや
すい展開が続きました。その後は、米当局によるレートチェックに関する報道や為替介入への警戒感、
また4月末から5月にかけて実施された為替介入などを受け、一時的に円高が進行する場面がありまし
た。しかし、衆議院選挙での自民党の圧勝を受けた日本の財政悪化への警戒や、中東情勢の緊迫化に伴
う安全資産としての米ドル需要の高まり、原油高による日本の貿易収支悪化への懸念などを背景に、期
後半も米ドル高／円安基調が崩れませんでした。
米ドルに対して円安が進むなか、豪ドルや英ポンド、ユーロ等の主要先進国通貨も、総じて対円で堅
調に推移しました。新興国通貨についても対円で上昇する通貨が多く、ブラジル・レアルやメキシコ・
ペソ、人民元などの上昇が目立ちました。

5 投資環境

5
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　追加設定・解約による資金フローを鑑みながら、マザーファンドの組入比率を高位に維持しました。

6 当ファンドのポートフォリオ

7 当ファンドのベンチマークとの差異

　以下のグラフは、当ファンドの基準価額（分配金込み）とベンチマークの騰落率の対比です。
　当期の基準価額の騰落率は+33.1％上昇し、ベンチマーク比では△0.0％となりました。主な差異要因
としては、マザーファンドにおける継続的な資金流出入に伴う現物株式やETF、株価指数先物取引の売
買執行コストの積み重なり、保管費用等のコスト負担、ベンチマークと投資先ETFや株価指数先物取引
とのパフォーマンスの差異、ベンチマークとマザーファンドの為替評価タイミングの乖離、ベンチマー
クとマザーファンドで適用される配当課税の税率の差異、当ファンドにおける信託報酬等の要因が挙げ
られます。

50
基準価額
ベンチマーク

第1期

（％）

40

30

20
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0
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引き続きマザーファンドの組入比率を高位に維持することで、ベンチマークに連動する投資成果を目
標として運用を行います。

今後の運用方針

お知らせ

　一般社団法人資産運用業協会設立準備法人を吸収合併存続法人、一般社団法人日本投資顧問業協会と
一般社団法人投資信託協会を吸収合併消滅法人として2026年4月1日付で合併し、「一般社団法人資産運
用業協会」に名称を変更することとなったため、投資信託約款に所要の変更を行いました。

（約款変更実施日：2026年4月1日）

　運用の基本方針等を勘案し、収益分配は見送らせていただきました。なお、留保益の運用については、
特に制限を設けず、元本部分と同一の運用を行います。

項　　　目
第1期

2025年7月18日～2026年7月15日

当期分配金		  （円） ―
（対基準価額比率）	（％） （―）

当期の収益	 （円） ―
当期の収益以外	（円） ―

翌期繰越分配対象額	（円） 3,310

（1万口当たり・税込）

（注1）�「対基準価額比率」は「当期分配金」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なりま
す。

（注2）�「当期の収益」は経費控除後の配当等収益および経費控除後の有価証券売買等損益、「当期の収益以外」は収益調整金お
よび分配準備積立金です。

（注3）�「当期の収益」および「当期の収益以外」は、円未満を切捨てて表示しているため、合計した額が「当期分配金」と一致し
ない場合があります。

8 分配金

7
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当ファンドの概要

商 品 分 類 追加型投信／海外／株式／インデックス型

信 託 期 間 無期限（2025年7月18日設定）

運 用 方 針
日本を除く全世界の株式市場の動きをとらえることを目指して、ＭＳＣＩオール・
カントリー・ワールド（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベース）に連動す
る投資成果を目標として運用を行います。

主 要 投 資 対 象

楽天・オールカントリー株式（除く日本） 
イ ン デ ッ ク ス ・ フ ァ ン ド

「楽天・先進国株式（除く日本）インデックス・マザーファンド」
「楽天・エマージング株式インデックス・マザーファンド」（以下、
総称して「マザーファンド」といいます。）受益証券を主要投資対象
とします。

楽天・先進国株式（除く日本） 
インデックス・マザーファンド 日本を除く先進国の株式を主要投資対象とします。

楽 天 ・ エ マ ー ジ ン グ 株 式 
インデックス・マザーファンド 新興国の株式を主要投資対象とします。

運 用 方 法

①�マザーファンド受益証券への投資を通じて、主として日本を除く全世界の株式
（DR（預託証券）を含みます。）に投資し、ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド
（除く日本）インデックス（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果を目指し
ます。

※�マザーファンドにおいては、ベンチマークとの連動性を維持するため、株価指数との連動をめざ
すETF（上場投資信託証券）、株価指数を対象とした株価指数先物取引を利用することがあります。

※�マザーファンドの投資信託財産の規模やマザーファンドへの資金流出入の規模によっては、ETF
や株価指数先物取引への投資割合が相対的に大きくなることがあります。

②�マザーファンド受益証券への投資割合は、原則として高位を維持します。
③�実質組入外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。

分 配 方 針

分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益および売買益
（評価損益を含みます。）等の全額とします。
収益分配金額は、委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただ
し、必ず分配を行うものではありません。
留保益の運用については特に制限を設けず、運用の基本方針に基づいた運用を行い
ます。

8
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（2021年7月～2026年6月）

51.4 56.1

15.5
0.6
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 新興国債先進国債

（％）

最小値

最大値
平均値

15.018.0 22.3

－2.9
6.2 9.8

21.4

（注1）�当ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるよう、上記5年間の各月末における直近1年間の騰落率の平
均・最大・最小を、当ファンドおよび他の代表的な資産クラスについて表示したもので、決算日に対応した数値とは
異なります。

（注2）�当ファンドは、設定日から基準日まで1年経過していないため、ベンチマークの年間騰落率を表示しております。従
って、当ファンドの実績ではありません。

（注3）�すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。

ファンドと他の代表的な資産クラスとの騰落率の比較

※�海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
※上記各指数に関する知的財産権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。

各資産クラスの騰落率は以下の各指数の騰落率です。
　日 本 株：S&P日本総合指数（トータル・リターン、円ベース）
　先進国株：S&P先進国総合指数（除く日本、トータル・リターン、円換算ベース）
　新興国株：S&P新興国総合指数（トータル・リターン、円換算ベース）
　日本国債：�ブルームバーグ・グローバル国債：日本インデックス（円ベース）
　先進国債：�ブルームバーグ・グローバル国債（日本除く）インデックス（円ベース）
　新興国債：�ブルームバーグ新興市場自国通貨建て高流動性国債インデックス（円ベース）

9
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■組入ファンド
当期末

楽天・先進国株式（除く日本）インデックス・マザーファンド 87.7％
楽天・エマージング株式インデックス・マザーファンド 12.3％
その他 0.0％

組入ファンド数 2

1 当ファンドの組入資産の内容

当ファンドのデータ

■資産別配分 ■通貨別配分■国別配分

（注1）�組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注2）�国別配分につきましては発行国を表示しております。

※期中における追加設定元本額は5,624,653,105円、同解約元本額は587,864,228円です。

項　　　　目
第1期末

2026年7月15日
純 資 産 総 額 6,705,780,708円
受 益 権 総 口 数 5,037,788,877口
1万口当たり基準価額 13,311円

2 純資産等

親投資信託受益証券
100.0％

その他
0.0％

円
100.0％

日本
100.0％

10
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楽天・先進国株式（除く日本）インデックス・マザーファンド

3 組入ファンドの概要

　運用経過等に関する詳細な情報につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
■基準価額の推移 ■1万口当たりの費用明細

（2025年7月16日～2026年7月15日） （2025年7月16日～2026年7月15日）

（注）�費用項目については2ページ（1万口当たりの費用明細
の項目の概要）をご参照ください。

項目 当期
金額 比率

（a）売買委託手数料 1円 0.003％ 
（株式） （0）  （0.001）  
（先物・オプション） （0）  （0.002）  

（b）有価証券取引税 3  0.017  
（株式） （3）  （0.017）  

（c）その他費用 1  0.006  
（保管費用） （1）  （0.006）  
（その他） （0）  （0.000）  

合計 5  0.026  
期中の平均基準価額は16,773円です。

16,000

14,000

18,000

20,000

2025/7/15 2026/7/15

（円）

12,000

22,000

■組入上位10銘柄
（2026年7月15日現在）現物資産上位10銘柄

銘　柄　名 業種/種別等 通貨 国（地域）比率
%

1 NVIDIA CORP 株式　半導体・半導体製造装置 米ドル アメリカ 5.5
2 APPLE INC 株式　テクノロジー・ハードウェアおよび機器 米ドル アメリカ 5.2
3 MICROSOFT CORP 株式　ソフトウェア・サービス 米ドル アメリカ 3.0
4 AMAZON COM INC 株式　一般消費財・サービス流通・小売り 米ドル アメリカ 2.7
5 ALPHABET INC 株式　メディア・娯楽 米ドル アメリカ 2.4
6 BROADCOM INC 株式　半導体・半導体製造装置 米ドル アメリカ 2.0
7 ALPHABET INC 株式　メディア・娯楽 米ドル アメリカ 1.9
8 META PLATFORMS INC 株式　メディア・娯楽 米ドル アメリカ 1.6
9 TESLA INC 株式　自動車・自動車部品 米ドル アメリカ 1.3
10 MICRON TECHNOLOGY INC 株式　半導体・半導体製造装置 米ドル アメリカ 1.2
組入銘柄数 1,114銘柄

派生商品上位10銘柄�
銘　柄　名 業種/種別等 通貨 国（地域） 比率

%
1 S&P 500 EMIN 株式先物（買建） 米ドル アメリカ 3.9
2 EURO STOXX 5 株式先物（買建） ユーロ ドイツ 0.5
3 FTSE 100 IDX 株式先物（買建）イギリスポンド イギリス 0.2
4 S&P/TSX 60 I 株式先物（買建） カナダドル カナダ 0.2
5 SWISS MKT IX 株式先物（買建）スイスフラン スイス 0.1
6 SPI 200 FUTU 株式先物（買建）オーストラリアドル オーストラリア 0.1
7 － － － － －
8 － － － － －
9 － － － － －
10 － － － － －

組入銘柄数 6銘柄

■資産別配分 ■通貨別配分■国別配分

（注1）�組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。なお、株式先物は実質エクスポージャーを基に計算しています。
（注2）国別配分につきましては発行国を表示しております。

株式
95.0%

株式先物
5.1%

その他
△0.1%

米ドル
77.3%ユーロ

9.0%

カナダドル
3.6%

イギリスポンド
3.6%

スイスフラン 2.4% その他
4.0%

アメリカ
74.6%

カナダ
3.7%

イギリス
3.6%

スイス
2.7%

ドイツ
2.6%

フランス
2.1% その他

10.7%
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■資産別配分 ■通貨別配分■国別配分

楽天・エマージング株式インデックス・マザーファンド

（注1）�組入比率は純資産総額に対する評価額の割合です。なお、株式先物は実質エクスポージャーを基に計算しています。
（注2）国別配分につきましては発行国を表示しております。

3 組入ファンドの概要

　運用経過等に関する詳細な情報につきましては、運用報告書（全体版）に記載しております。
■基準価額の推移 ■1万口当たりの費用明細

（2025年7月16日～2026年7月15日） （2025年7月16日～2026年7月15日）

（注）�費用項目については2ページ（1万口当たりの費用明細
の項目の概要）をご参照ください。

項目 当期
金額 比率

（a）売買委託手数料 6円 0.035％
（株式） （4） （0.027）
（先物・オプション） （1） （0.008）

（b）有価証券取引税 5 0.031
（株式） （5） （0.031）

（c）その他費用 9 0.056
（保管費用） （8） （0.047）
（その他） （1） （0.008）

合計 20 0.122
期中の平均基準価額は16,741円です。

2025/7/15 2026/7/15

（円）

5,000

10,000

20,000

15,000

25,000

30,000

■組入上位10銘柄

現物資産上位10銘柄
銘　柄　名 業種/種別等 通貨 国（地域）比率

%
1 TAIWAN SEMICONDUCTOR MANUFACTURING 株式　半導体・半導体製造装置 台湾ドル 台湾 13.8
2 SAMSUNG ELECTRONICS CO 株式　テクノロジー・ハードウェアおよび機器 韓国ウォン 韓国 6.1
3 SK HYNIX INC 株式　半導体・半導体製造装置 韓国ウォン 韓国 5.3
4 ｉシェアーズ・コアMSCIエマージング・マーケットETF 投資信託証券 米ドル アメリカ 4.1
5 TENCENT HOLDINGS LIMITED 株式　メディア・娯楽 香港ドル ケイマン諸島 2.7
6 ALIBABA GROUP HOLDING LTD 株式　一般消費財・サービス流通・小売り 香港ドル ケイマン諸島 1.8
7 MEDIATEK INC 株式　半導体・半導体製造装置 台湾ドル 台湾 1.2
8 DELTA ELECTRONIC 株式　テクノロジー・ハードウェアおよび機器 台湾ドル 台湾 0.8
9 SAMSUNG ELECTRONICS CO 株式　テクノロジー・ハードウェアおよび機器 韓国ウォン 韓国 0.7
10 HDFC BANK LTD 株式　銀行 インドルピー インド 0.7

組入銘柄数 1,179銘柄

派生商品上位10銘柄�
銘　柄　名 業種/種別等 通貨 国（地域） 比率

%
1 MSCI EMERG M 株式先物（買建）米ドル アメリカ 7.6
2 － － － － －
3 － － － － －
4 － － － － －
5 － － － － －
6 － － － － －
7 － － － － －
8 － － － － －
9 － － － － －
10 － － － － －

組入銘柄数 1銘柄

（2026年7月15日現在）

その他
0.0%

投資信託証券
4.1%

株式
88.2%

株式先物
7.6%

台湾ドル
24.2%

その他 13.7%

韓国ウォン
18.0%

香港ドル
14.3%

米ドル
13.2%

インドルピー
10.2%

ブラジルレアル
3.1%

オフショア元
3.3%

台湾
23.8%

その他
15.0%

韓国
18.0%
アメリカ
12.0%

ケイマン諸島
9.8%

ブラジル
3.1%
中国
8.2%

インド
10.2%
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当ファンドは、MSCI Inc. （以下、「MSCI」といいます。）、その関連会社、情報提供者その他MSCI指数の編集、計算ま
たは作成に関与または関係した第三者（以下、総称して「MSCI関係者」といいます。）によって支持、保証、販売または販
売促進されるものではありません。MSCI指数は、MSCIが独占的に所有しています。MSCIおよびMSCI指数の名称は、
MSCIまたはその関連会社のサービスマークであり、楽天投信投資顧問株式会社による特定の目的のために使用が許諾
されています。MSCI関係者は、当ファンドの受益者または不特定多数の公衆に対して、ファンド全般的または当ファ
ンド自体に対する投資適合性、または対応する株式市場のパフォーマンスをトラックしているMSCI指数の能力につき、
明示的か黙示的かを問わず何ら表明または保証をするものではありません。MSCIまたはその関連会社は、特定のトレー
ドマーク、サービスマーク、トレードネームのライセンス所有者であり、MSCI指数は、当ファンドまたは当ファンド
の委託会社あるいは受益者に関わらず、MSCIにより決定、作成および計算されています。いずれのMSCI関係者も、
MSCI指数の決定、作成あるいは計算において、当ファンドの委託会社または受益者の要求を考慮にいれる義務は一切
ありません。いずれのMSCI関係者も、当ファンドの募集等に関する事項の決定について、また、当ファンドを換金する
ための計算式の決定また計算について責任を負うものではなく、参加もしておりません。いずれのMSCI関係者も、当
ファンドの受益者に対し、当ファンドの管理、マーケティングまたは募集に関連するいかなる義務または責任も負いま
せん。
MSCIは、自らが信頼できると考える情報源からMSCI指数の計算に算入または使用するための情報を入手しますが、い
ずれのMSCI関係者も、MSCI指数またはそれに含まれるデータの独創性、正確性および／または完全性について保証す
るものではありません。いずれのMSCI関係者も、明示的にも黙示的にも、被許諾者、その顧客または相手方、当ファ
ンドの委託会社、当ファンドの受益者その他の個人・法人が、契約にもとづき許諾される権利またはその他使用のため
に許諾される権利に関連してMSCI指数またはそれに含まれるデータを使用することにより得られる結果について保証
を行うものではありません。いずれのMSCI関係者も、MSCI指数またはそれに含まれるデータの、またはそれに関連す
る誤り、欠落または中断について責任を負いません。また、MSCI指数およびそれに含まれるデータの各々に関し、い
ずれのMSCI関係者も明示的または黙示的な保証を行なうものではなく、かつMSCI関係者は、特定目的のための市場性
または適切性について、何ら保証を行うものではないことを明記します。前記事項を制限することなく、たとえ直接的
損害、間接的損害、特別損害、懲罰的損害、拡大的損害その他のあらゆる損害（逸失利益を含む。）につき、その可能性に
ついて知らせを受けていたとしても、MSCI関係者は、いかなる場合においてもかかる損害について責任を負いません。
当ファンドの購入者、販売者、または受益者あるいはいかなる個人・法人は、MSCIの承認が必要か否かの確認を事前
にMSCIに求めることなく、当ファンドを支持、保証、販売または販売促進するためにいかなるMSCIの商号、商標また
はサービスマークを使用または言及することはできません。いかなる個人または法人は、事前にMSCIの書面による許
諾を得ることなくMSCIとの関係を一切主張することはできません。
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